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Ⅰ 基本的事項 
 

１．財務諸表作成の経緯 

現在、地方公共団体の会計は、１年間の現金の収支に着目した「現金主義・単式簿

記」が採用されています。この制度の特徴としては、１年間の現金の動きがわかりや

すく、公金の適正な出納管理を行う事ができる反面、現金支出の伴わないコストの把

握が不足していることを指摘されています。 

そこで、現行の「現金主義・単式簿記」から、「発生主義・複式簿記」の企業会計

的手法の導入が求められ、下田市においても平成20年度決算より財務諸表の作成を行

っています。 

  

２．公表モデル 

平成18年５月に総務省が公表した「新地方公会計制度実務研究会報告書」におい

て、「基準モデル」と「総務省方式改訂モデル」の２つのモデルが公表され、下田市

においては、このうち「総務省方式改訂モデル」を採用いたしました。 

 

３．対象会計範囲 

下田市の財務諸表の対象会計の範囲には、普通会計（一般会計、下田駅前広場整備

事業特別会計、公共用地取得特別会計）、公営事業会計（国民健康保険事業特別会計、

介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計）、公営企業会計（集落排水事業特別会

計、下水道事業特別会計、水道事業会計）のほか、一部事務組合（伊豆斎場組合、南

豆衛生プラント組合、下田地区消防組合、一部事務組合下田メディカルセンター）、

第三セクター（公益財団法人下田市振興公社）が含まれています。 

 

 

 

一 般 会 計

下 田 駅 前 広 場 整 備 事 業 特別 会計

公 共 用 地 取 得 特 別 会 計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

集 落 排 水 事 業 特 別 会 計

下 水 道 事 業 特 別 会 計

水 道 事 業 会 計

伊 豆 斎 場 組 合

南 豆 衛 生 プ ラ ン ト 組 合

下 田 地 区 消 防 組 合

一部事務組合下田メディカルセンター

第 三 セ ク タ ー 公 益 財 団 法 人 下 田 市 振 興 公 社

普 通 会 計

公 営 事 業 会 計

公 営 企 業 会 計

一 部 事 務 組 合

普
通
会
計
財
務
諸
表

下
田
市
全
体
の
財
務
諸
表

連
結
財
務
諸
表
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Ⅱ 貸借対照表 
 

１．貸借対照表とは 

「貸借対照表（バランスシート）」とは、自治体が住民サービスを提供するために

保有している財産（資産）と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄って

きたかを総括的に 対照表示した財務書類です。  

 

平成2８年度の下田市全体の貸借対照表の概要は以下のとおりとなっています。 

下田市全体の貸借対照表の概要

１． 公共資産 49,109 １． 固定負債 19,153

有形固定資産 48,597 地方債 15,942

無形固定資産 4 退職手当引当金 3,212

売却可能資産 508 その他 0

２． 投資等 2,695 ２． 流動負債 1,700

投資及び出資金 322 翌年度償還予定地方債 1,587

貸付金 0 短期借入金 0

基金等 2,026 未払金 5

長期延滞債権 487 賞与引当金 106

回収不能見込額 △ 139 その他 2

３． 流動資産 2,752 20,853

現金・預金 2,559

未収金 216 １． 公共資産等整備国県補助金等 12,746

その他 19 ２． 公共資産等整備一般財源等 28,789

回収不能見込額 △ 41 ３． その他一般財源等 △ 8,231

４． 資産評価差額 399

33,703

54,556 54,556

（単位：百万円）

資産合計 負債及び純資産合計

負債合計

純資産合計

資産の部 負債の部

純資産の部
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資産の部：545億5,646万円 

 

（１） 有形固定資産：485億9,701万円 

「有形固定資産」とは、長期間にわたって住民サービスを提供するために使用さ

れるもので、土地、建物、機械装置などが該当します。ここに計上した金額は、昭

和44年度以降に取得したものの累計額から、「売却可能資産」を控除した後、減価

償却の累計額を差し引いた額を計上しています。  

「有形固定資産」は行政目的別に区分されており、最も大きい比率を占めている

のは、道路、河川、市営住宅などに係る「生活インフラ・国土保全」で253億0,765

万円（構成比51.5％）、次いで、ごみ焼却場や水道事業などに係る「環境衛生」が

76億4,287万円（構成比15.6％）、農道や漁港、観光施設などに係る「産業振興」

が71億6,012万円（構成比14.6％）となっています。  

 

（２） 無形固定資産：382万円 

 「無形固定資産」とは、地上権や借地権などの実在する形はないが、法律上の権

利などを有するものであり、下田市においては、水道事業に係る水利権や電話加入

権がそれに当たります。 

 

（３） 売却可能資産：5億0,841万円 

「売却可能資産」とは、現に公用もしくは公共用に供されていない公有資産のう

ち、「未利用地及び貸付地で、現況地目が宅地又は雑種地」を対象として、固定資

産税路線価を参考に評価額を算定しています。 

また、貸付地のうち建物がある土地については借地権割合を控除しています。 

 

（４） 投資及び出資金：3億2,163万円 

「投資及び出資金」は、一部事務組合下田メディカルセンターや公益財団法人下

田市振興公社などへの出資及び出捐金を計上しています。  

 

（５） 貸付金：０万円 

「貸付金」は、災害復興資金貸付金が計上されています。返済期限が到来してい

るにもかかわらず回収されていない貸付金は、「未収金」あるいは「長期延滞債権」

に計上されるため、ここに計上されている金額は、返済期限が到来していない債権

額になります。  

 

（６） 基金等：20億2,556万円 

「基金等」には、基金のうち、土地開発基金や庁舎建設基金など、特定の目的の

ために資金を積み立てる「特定目的基金」や、国民健康保険高額療養費貸付基金等

の特定の目的のために定額の資金を運用する「定額運用基金」が計上されています。 
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（７） 長期延滞債権：4億8,687万円 

「長期延滞債権」とは、納付期限や回収期限から１年以上経過しているにもかか

わらず、未だに収入されていない債権です。市税未収金に係るものが２億0,733万

円、公営事業会計に係るものが2億6,045万円、公営企業会計に係るものが1,909

万円などとなっています。 

 

（８） 回収不能見込額：1億8,059万円 

「長期延滞債権」及び「未収金」のうち、回収不能となることが見込まれるもの

を、「回収不能見込額」として計上しています。 

下田市においては、徴収状況などから「回収不能見込額」を算定し、長期延滞債

権に係る回収不能見込額を1億3,922万円、未収金に係る回収不能見込額を4,137

万円と見込んでいます。 

 

（９） 資金：25億5,900万円 

「現金預金」には、将来の収入減や不測の支出、地方債の償還に備えて積み立て

ている「財政調整基金」「減債基金」の他に、当該年度の歳入歳出の差額である歳

計現金を計上します。  

平成28年度末の残高は、「財政調整基金」10億6,908万円、「減債基金」70

万円、「歳計現金」14億8,922万円などとなっています。 

 

（10）未収金：2億1,576万円 

「未収金」は、当該年度の歳入として調定したもののうち、まだ収入がないもの

を「地方税」と地方税以外の「その他」に区分して計上しています。「未収金」に

は、滞納期間が１年未満の債権のみが計上され、納付（回収）期限から１年以上経

過した債権は、「長期延滞債権」に計上されています。  

市税に係るものが5,970万円、その他に係るものが684万円、公営事業に係るも

のが7,727万円、公営企業会計に係るものが7,195万円となっています。  

 

 

２．負債の部：208億5,300万円 

 

（１） 地方債：159億4,156万円 

固定負債の部「地方債」には、市債残高のうち翌々年度以降に償還されるものを

計上しています。また、翌年度に償還される市債については、流動負債の部「翌年

度償還予定地方債」に計上されますので、平成28年度末の下田市の全体市債残高は、

固定負債の「地方債」159億4,156万円と流動負債の「翌年度償還予定地方債」

15億8,743万円の合計175億2,899万円になります。  
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（２） 長期未払金 ：0万円 

「長期未払金」とは、既に物件の引渡しやサービスの提供を受けたもののまだ支払

っていない額、あるいは債務保証や損失補償の履行が決定した額などが該当します。 

 

（３） 退職手当引当金：32億1,169万円 

「退職手当引当金」には、職員が当該年度末時点で普通退職した場合に必要とな

る退職手当の額及び退職手当負担金の累積額が計上されています。 

退職手当は、職員が退職するまで支給はされませんが、これまでの勤続年数に応

じた退職手当を支払う負担が生じているため、「退職手当引当金」を負債として計

上するものです。 

 

（４） 賞与引当金：1億0,575万円 

「賞与引当金」とは、翌年度の６月に支給される期末手当及び勤勉手当が、当該

年度の12月から翌年度の５月までの勤務に対して支払われるものであり、その支給

原因の一部が当該年度に発生しているため、その分を「賞与引当金」として負債計

上するものです。  

 

 

３．純資産の部：337億0,346万円 

 

（１） 公共資産等整備国県補助金等：127億4,605万円 

「公共資産等整備国県補助金等」は、「有形固定資産」や「投資及び出資金」な

ど、住民サービスを提供するために取得した財産に係る財源のうち、国・県から補

助を受けた額が計上されています。  

 

（２） 公共資産等整備一般財源等：287億8,886万円 

「公共資産等整備一般財源等」は、住民サービスを提供するために取得した財産

に係る財源のうち、国・県からの補助及び地方債を除いた額を計上しています。  

 

（３） その他一般財源等：△82億3,051万円 

「その他一般財源等」とは、公共資産等以外の資産から資産形成以外の負債を控

除した額が計上されます。ここに計上されている額は、翌年度以降に自由に財源と

して使用できる純資産を表しますが、下田市の場合、臨時財政対策債などの資産形

成を伴わない地方債の償還財源や、退職手当の支給に対する積立金が不足している

ため、マイナスとなっています。 

 

（４） 資産評価差額：3億9,907万円 

「資産評価差額」には、「売却可能資産」の取得価額と売却可能価額との差額や、

「投資及び出資金」のうち市場価格のある有価証券の取得価額と時価との差額など

が計上されます。 
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Ⅲ 行政コスト計算書 
 

１．行政コスト計算書とは 

「行政コスト計算書」とは、４月１日から翌年３月31日までの１年間の行政活動に

おいて、資産形成に結びつかない行政サービスに係る経費と、使用料や手数料といっ

た経常収益を対比させた財務書類です。 

「行政コスト計算書」は、「経常行政コスト」「経常収益」及びこれらを差引きし

た「純経常行政コスト」からなり、性質別と目的別で表示されているため、どういっ

た分野（目的別）のサービス提供のためにどのような経費（性質別）が用いられてい

るか、またこのような行政サービス提供の見返りとしての使用料や手数料がどの程度

あったのか、ということが把握できるようになっています。 

平成28年度の下田市全体の行政コスト計算書の概要は以下のとおりとなっています。

 

下田市全体の行政コスト計算書の概要

16,114 16,114

１． 人にかかるコスト 2,201 １． 生活インフラ・国土保全 1,379

人件費 1,625 ２． 教育 864

退職手当引当金繰入等 471 ３． 福祉 9,230

賞与引当金繰入額 105 ４． 環境衛生 1,492

５． 産業振興 876

２． 物にかかるコスト 3,886 ６． 消防 597

物件費 1,747 ７． 総務 1,251

維持補修費 102 ８． 議会 124

減価償却費 2,038 ９． 支払利息 272

10． 回収不能見込計上額 30

３． 移転支出的なコスト 9,67111． その他 0

社会保障給付 6,389

補助金等 2,930

他会計等への支出額 299

他団体への公共資産整備補助金等 53

４． その他のコスト 356

支払利息 272

回収不能見込計上額 30

その他行政コスト 54

経常収益 5,124経常収益 5,124

１． 使用料・手数料 177 １． 使用料・手数料 177

２． 分担金・負担金・寄付金 2,672 ２． 分担金・負担金・寄付金 2,672

３． 保険料 1,472 ３． 保険料 1,472

４． 事業収益 766 ４． 事業収益 766

５． その他特定行政サービス収入 37 ５． その他特定行政サービス収入 37

10,990 10,990

（単位：百万円）

経常行政コスト（性質別） 経常行政コスト（目的別）

（差引）純経常行政コスト （差引）純経常行政コスト
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 ２．経常行政コスト：161億1,357万円 
 

（１） 人にかかるコスト：22億0,135万円 

「人にかかるコスト」は、職員人件費や議員報酬などの「人件費」のほか、「退

職手当引当金繰入等」「賞与引当金繰入額」からなっています。 

下田市全体における「人にかかるコスト」は、経常行政コストの13.7％を占めて

います。 

 

（２） 物にかかるコスト：38億8,648万円 

「物にかかるコスト」は、臨時雇賃金や備品購入費などの「物件費」、修繕料な

どが計上された「維持補修費」及び「減価償却費」からなっています。  

下田市全体における「物にかかるコスト」が経常行政コストに占める割合は、

24.1％となっております。  

 

（３） 移転支出的なコスト：96億7,009万円 

「移転支出的なコスト」には、生活保護費などの扶助費が計上された「社会保障

給付」、特別会計への繰出金などが計上された「他会計への支出額」のほか、「補

助金等」「他団体への公共資産整備補助金等」があります。  

下田市全体における「移転支出的なコスト」は、経常行政コストの60.0％を占め

ています。 

  

（４） その他のコスト：3億5,565万円 

「その他のコスト」には、地方債及び一時借入金に係る「支払利息」のほか、「回

収不能見込計上額」「その他行政コスト」があります。  

「その他のコスト」が経常行政コストに占める割合は、2.2％となっています。  

 

 

３．経常収益 ：51億2,363万円 

 

（１） 使用料・手数料：１億7,662万円 

「使用料・手数料」には、施設の使用料や各種証明書類の発行手数料のほか、幼

稚園の授業料等が計上されています。 

 

（２） 分担金・負担金・寄付金：26億7,167万円 

 「分担金・負担金・寄付金」は、漁港の整備に係る地元住民の負担金のほか、賀

茂老人ホームの入所者徴収金等が計上されています。 

 

（３） 保険料：14億7,228万円 

国民健康保険や介護保険、後期高齢者医療保険の保険税（料）が計上されています。 
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（４） 事業収益：7億6,628万円 

 上水道、下水道、集落排水の事業収益が計上されています。 

 

（５） その他特定行政サービス収入：3,677万円 

「その他特定行政サービス収入」とは、他に分類されない収入で、国民健康保険の

延滞金や特定健診受託料等が計上されています。 

 

 

４．純経常行政コスト：109億8,993万円 

「純経常行政コスト」とは、「経常行政コスト」から「経常収益」を差し引いたも

のであり、市税等で賄わなければならないコストの額を表しています。 

下田市においては、161億1,357万円の経常行政コストに対して、受益者負担であ

る経常収益は51億2,363万円となっており、これらを差し引いた109億8,993万円

が市税等で賄われている状況となっています。 
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Ⅳ 純資産変動計算書 
 

１．純資産変動計算書とは  

「純資産変動計算書」とは、前年度の貸借対照表に計上された「純資産」が、行政

コストや一般財源、国県補助金等の増減等により、１年間でどのように推移したのか

を表した財務書類です。 

  平成28年度の下田市全体の純資産変動計算書の概要は以下のとおりとなっています。 

 

 

 

下田市全体の純資産変動計算書の概要 （単位：百万円）

34,166

１． 純経常行政コスト △ 10,990

２． 一般財源 6,531

地方税 2,909

地方交付税 2,859

その他行政コスト充当財源 764

３． 補助金等受入 4,000

４． 臨時損益 1

災害復旧事業費 △ 5

公共資産除売却損益 6

５． 出資の受入・新規設立 1

６． 資産評価替えによる変動額 △ 6

６． 無償受贈資産受入 0

７． その他 0

期末純資産残高 33,703

期首純資産残高
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Ⅴ 資金収支計算書 
 

１．資金収支計算書とは 

「資金収支計算書」とは、一会計年度の間における現金の流れをその収支の性質に

応じて、「経常的収支の部」「公共資産整備収支の部」「投資・財務的収支の部」の

３つの区分に分けて表した財務書類です。 

平成28年度の下田市全体の資金収支計算書の概要は以下のとおりとなっています。 

下田市全体の資金収支計算書の概要 （単位：百万円）

１． 2,527

13,669

人件費 1,870

物件費 1,748

社会保障給付 6,389

補助金等 2,930

その他支出 731

16,196

地方税 2,930

地方交付税 2,859

国県補助金等 3,749

分坦金・負担金・寄付金 2,467

保険料 1,493

事業収入 740

地方債発行額 364

その他収入 1,594

２． △ 324

1,090

公共資産整備支出 1,038

その他支出 52

766

国県補助金等 250

地方債発行額 487

その他収入 29

３． △ 2,103

2,607

基金積立額 1,031

地方債償還額 1,543

その他支出 33

504

国県補助金等 0

地方債発行額 305

その他収入 198

0

100

1,428

1,528

経常的収支の部

投資・財務的収支の部

収入合計

支出合計

支出合計

収入合計

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高

公共資産整備収支の部

翌年度繰上充用金増減額

支出合計

収入合計

当年度歳計現金増減額
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２．経常的収支の部：25億2,725万円 

「経常的収支の部」は、人件費や物件費、社会保障給付等の経常的な行政サービス

に係る支出と、市税や交付税等の経常的な収入の収支を表しています。 

平成28年度における下田市全体の経常的収支は、161億9,587万円の収入に対し

て、136億6,862万円の支出があり、25億2,725万円の黒字となっています。 

 

 

３．公共資産整備収支の部：△3億2,424万円 

「公共資産整備収支の部」では、公共施設やインフラ整備等、貸借対照表に計上さ

れる資産形成に関する収支を表しています。 

平成28年度における下田市全体の公共資産整備収支は、7億6,641万円の収入に対

して、10億9,065万円の支出となっており、差額の3億2,424万円については、市税

等の一般財源が公共資産整備に投入されたことになります。 

 

 

４．投資・財務的収支の部：△21億0,309万円 

「投資・財務的収支の部」には、地方債の元金償還や基金への積立て等に係る支出

と、これらに対する基金の取り崩しや公共資産等の売却による収入が計上されていま

す。 

平成28年度における下田市全体の投資・財務的収支は、5億0,365万円の収入に対

して、26億0,674万円の支出となっており、これらを差し引いた21億0,309万円に

ついては、基金の積立てや地方債の償還が行われたことを表しています。 
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《  付  表  》 

 

 

下田市普通会計財務諸表 Ｐ13～16 

下田市全体の財務諸表 Ｐ17～20 

連 結 財 務 諸 表 Ｐ21～24 
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（単位：千円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 7,738,447

①生活インフラ・国土保全 14,836,458 (2) 長期未払金

②教育 6,278,279 ①物件の購入等

③福祉 1,076,445 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 1,544,381 ③その他

⑤産業振興 6,762,691 長期未払金計 0

⑥消防 628,653 (3) 退職手当引当金 2,846,129

⑦総務 503,002 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 31,629,909 固定負債合計 10,584,576

(2) 売却可能資産 508,410

公共資産合計 32,138,319 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 706,646

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 943,041 (4) 翌年度支払予定退職手当 0

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 91,469

投資及び出資金計 943,041 流動負債合計 798,115

(2) 貸付金 0

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 11,382,691

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 1,230,012

③土地開発基金 457,385 [純資産の部]

④その他定額運用基金 5,000 １　公共資産等整備国県補助金等 8,022,385

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 1,692,397 ２　公共資産等整備一般財源等 23,178,378

(4) 長期延滞債権 207,326

(5) 回収不能見込額 △ 65,986 ３　その他一般財源等 △ 6,213,007

投資等合計 2,776,778

４　資産評価差額 343,893

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 25,331,649

①財政調整基金 1,069,084

②減債基金 700

③歳計現金 681,066

現金預金計 1,750,850

(2) 未収金

①地方税 59,699

②その他 6,844

③回収不能見込額 △ 18,150

未収金計 48,393

流動資産合計 1,799,243

資　　産　　合　　計 36,714,340 負 債 ・ 純 資 産 合 計 36,714,340

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち6,059,710千円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 16,719,918千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 8,445,093千円 8,445,093千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0千円 0千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 4,553,415千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 875,281千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 2,846,129千円 2,846,129千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0千円 0千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0千円

　基金等将来負担軽減資産 14,286,094千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 2,901,348千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 1,445,492千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 9,939,254千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 2,433,824千円

※５　有形固定資産のうち、土地は8,182,916千円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は37,024,211千円です。

貸借対照表
(平成29年3月31日現在)

借　　　　　　　　　　方 貸　　　　　　　　　　方

0

0

0

1,960,879

1,096

137,776

152,333

390,917

0

31,070

2,674,071

443,692

354,774

1,875,605

2,674,071

15,552

0

0

770,436

項目 金額

[内訳]

負債計上 注記

【(翌年度償還予定)
地方債・(長期)未払
金・引当金】

【契約債務・
偶発債務】

0

4,553,415

875,281

0
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ａ

経
常

収
益

合
計

（
ｂ

＋
ｃ

）
ｄ

（
差
引
）
純
経
常
行
政
コ
ス
ト

ａ
－
ｄ



 

－15－ 

－
1
5
－
 

 
 
 

 
 
 

（
単
位
：
千
円
）

純
資
産
合
計

公
共
資
産
等
整
備

国
県
補
助
金
等

公
共
資
産
等
整
備

一
般
財
源
等

そ
の
他

一
般
財
源
等

資
産
評
価
差
額

期
首
純
資
産
残
高

2
6,0
1
9,3
07

8
,2
3
4,5
38

2
3,2
8
0,9
48

△
 5
,8
4
5,9
12

3
4
9,7
33

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

△
 9
,1
5
9,7
61

△
 9
,1
5
9,7
61

一
般
財
源

地
方
税

2
,9
0
8,6
71

2
,9
0
8,6
71

地
方
交
付
税

2
,8
5
8,5
77

2
,8
5
8,5
77

そ
の
他
行
政
コ
ス
ト
充
当
財
源

7
9
0,8
32

7
9
0,8
32

補
助
金
等
受
入

1
,9
1
4,7
14

1
1
6,4
89

1
,7
9
8,2
25

臨
時
損
益

災
害
復
旧
事
業
費

△
 5
,2
49

△
 5
,2
49

公
共
資
産
除
売
却
損
益

1
0,3
98

1
0,3
98

投
資
損
失

0
0

損
失
補
償
等
引
当
金
繰
入
等

0
0

科
目
振
替

公
共
資
産
整
備
へ
の
財
源
投
入

2
6
6,3
73

△
 2
6
6,3
73

公
共
資
産
処
分
に
よ
る
財
源
増

0
0

0
0

貸
付
金
・
出
資
金
等
へ
の
財
源
投
入

4
2
0,4
23

△
 4
2
0,4
23

貸
付
金
・
出
資
金
等
の
回
収
等
に
よ
る
財
源
増

0
△
 1
3
6,6
71

1
3
6,6
71

0

減
価
償
却
に
よ
る
財
源
増

△
 3
2
8,6
42

△
 9
5
8,4
82

1
,2
8
7,1
24

0

地
方
債
償
還
等
に
伴
う
財
源
振
替

3
0
5,7
87

△
 3
0
5,7
87

資
産
評
価
替
え
に
よ
る
変
動
額

△
 5
,8
40

△
 5
,8
40

無
償
受
贈
資
産
受
入

0
0

そ
の
他

0

期
末
純
資
産
残
高

2
5,3
3
1,6
49

8
,0
2
2,3
85

2
3,1
7
8,3
78

△
 6
,2
1
3,0
07

3
4
3,8
93

純
資
産
変
動
計
算
書

自
　
平
成
2
8年
4
月
  
1
日

至
　
平
成
2
9年
3
月
3
1日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報

① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。

② 平成28年度における一時借入金の借入限度額は1,000,000千円です。

③ 支払利息のうち、一時借入金利子は0千円です。

※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円

　地方債発行額 △

　財政調整基金等取崩額 △

　支出総額 △

　地方債元利償還額

　財政調整基金等積立額

　　基礎的財政収支 千円

※3 上記の他、○○の受け入れに伴う歳計外現金の収入額○○千円

  　　　（○○の返還に伴う支出額○○千円）があります。

723,150

0

△ 109,513

790,579

570,000

155,599

681,066

10,059,208

590,500

437,538

10,168,721

0

0

10,398

188,342

198,740

△ 1,878,328

470,211

647,617

0

2,077,068

0

0

0

△ 283,115

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

30,008

0

926,064

3,168

659,376

119,139

231,800

4,200

21,122

376,261

9,484,207

2,051,930

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

604,607

52,592

2,177

170,265

94,089

190,162

358,700

492,872

594,407

1,119,396

63,585

7,432,277

2,929,560

2,858,577

1,795,575

1,964,645

1,201,934

75,533

資金収支計算書
自　平成28年4月  1日

至　平成29年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,639,250

1,367,934
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（
単
位
：
千
円
）

[資
産
の
部
]

[負
債
の
部
]

１
　
公
共
資
産

１
　
固
定
負
債

(1
) 
有
形
固
定
資
産

(1
) 
地
方
債

①
生
活
イ
ン
フ
ラ
・
国
土
保
全

2
5,3
07
,6
5
1

①
普
通
会
計
地
方
債

7
,7
3
8,4
47

②
教
育

6
,2
78
,2
7
9

②
公
営
事
業
地
方
債

8
,2
0
3,1
17

③
福
祉

1
,0
76
,4
4
5

 地
方
債
計

1
5
,9
4
1,5
64

④
環
境
衛
生

7
,6
42
,8
6
8

(2
) 
長
期
未
払
金

0

⑤
産
業
振
興

7
,1
60
,1
1
6

(3
) 
引
当
金

3
,2
1
1,6
93

⑥
消
防

6
28
,6
5
3

（
う
ち
退
職
手
当
等
引
当
金
）

3
,2
1
1,6
93

⑦
総
務

5
03
,0
0
2

（
う
ち
そ
の
他
の
引
当
金
）

0

⑧
収
益
事
業

0
(4
) 
そ
の
他

0

⑨
そ
の
他

0
固
定
負
債
合
計

1
9
,1
5
3,2
57

有
形
固
定
資
産
合
計

4
8,5
97
,0
1
4

(2
) 
無
形
固
定
資
産

3
,8
1
7

２
　
流
動
負
債

(3
) 
売
却
可
能
資
産

5
08
,4
1
0

(1
) 
翌
年
度
償
還
予
定
地
方
債

1
,5
8
7,4
29

公
共
資
産
合
計

4
9,1
09
,2
4
1

(2
) 
短
期
借
入
金
（
翌
年
度
繰
上
充
用
金
を
含
む
）

0

(3
) 
未
払
金

4
,8
54

２
　
投
資
等

(4
) 
翌
年
度
支
払
予
定
退
職
手
当

0

(1
) 
投
資
及
び
出
資
金

3
21
,6
3
3

(5
) 
賞
与
引
当
金

1
0
5,7
51

(2
) 
貸
付
金

0
(6
) 
そ
の
他

1
,7
09

(3
) 
基
金
等

2
,0
25
,5
6
3

流
動
負
債
合
計

1
,6
9
9,7
43

(4
) 
長
期
延
滞
債
権

4
86
,8
6
5

(5
) 
そ
の
他

0
負
　
　
債
　
　
合
　
　
計

2
0
,8
5
3,0
00

(6
) 
回
収
不
能
見
込
額

△
 1
39
,2
2
1

投
資
等
合
計

2
,6
94
,8
4
0

[純
資
産
の
部
]

３
　
流
動
資
産

１
　
公
共
資
産
等
整
備
国
県
補
助
金
等

1
2
,7
4
6,0
48

(1
) 
資
金

2
,5
58
,9
9
5

２
　
公
共
資
産
等
整
備
一
般
財
源
等

2
8
,7
8
8,8
55

(2
) 
未
収
金

2
15
,7
5
9

３
　
そ
の
他
一
般
財
源
等

△
 8
,2
3
0,5
07

(3
) 
販
売
用
不
動
産

0
４
　
資
産
評
価
差
額

3
9
9,0
65

(4
) 
そ
の
他

1
8
,9
9
2

(5
) 
回
収
不
能
見
込
額

△
 4
1
,3
6
6

純
　
 資
　
 産
　
 合
　
 計

3
3
,7
0
3,4
61

流
動
資
産
合
計

2
,7
52
,3
8
0

４
　
繰
延
勘
定

0

資
　
　
産
　
　
合
　
　
計

5
4,5
56
,4
6
1

負
 債
 及
 び
 純
 資
 産
 合
 計

5
4
,5
5
6,4
61

下
田
市
全
体
の
貸
借
対
照
表

（
平
成
２
９
年
３
月
３
１
日
現
在
）

借
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
方

貸
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
方
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【
経
常
行
政
コ
ス
ト
】

（
単
位
：
千
円
）

総
　
　
額

（
構
成
比
率
）

生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

教
　
育

福
　
祉

環
 境
 衛
 生

産
 業
 振
 興

消
　
防

総
　
務

議
　
会

支
 払
 利
 息

回
収
不
能

見
込
計
上
額

そ
の
他

（
１
）
人
件
費

1
,6
2
5
,2
43

1
0.1
%

1
1
6
,1
4
4

1
7
6,5
03

3
4
9
,3
0
2

2
1
8,9
47

1
04
,5
3
0

6
3,9
60

4
93
,6
9
8

1
0
2,1
59

0

（
２
）
退
職
手
当
等
引
当
金
繰
入
等

4
7
1
,2
7
7

2
.9
%

1
2
,2
4
6

7
0,9
70

6
8
,8
3
6

1
0
7,8
20

4
1
,1
5
3

1
8,5
90

1
41
,4
5
0

1
0,2
12

0

１
（
３
）
賞
与
引
当
金
繰
入
額

1
0
4
,8
2
5

0
.7
%

6
,6
2
7

1
1,7
08

2
1
,7
9
2

1
6,1
49

6
,4
5
9

4
,0
75

3
1
,6
9
1

6
,3
24

0

小
　
　
計

2
,2
0
1
,3
45

1
3.7
%

1
3
5
,0
1
7

2
5
9,1
81

4
3
9
,9
3
0

3
4
2,9
16

1
52
,1
4
2

8
6,6
25

6
66
,8
3
9

1
1
8,6
95

0

（
１
）
物
件
費

1
,7
4
6
,8
08

1
0.8
%

3
0
3
,3
9
3

2
9
8,6
01

1
9
9
,5
1
1

4
3
0,5
88

8
9
,5
0
7

5
1,6
73

3
69
,4
5
1

4
,0
57

2
7

（
２
）
維
持
補
修
費

1
0
2
,0
1
6

0
.6
%

2
2
,4
7
0

2
3,9
73

0
2
7,5
06

1
6
,2
8
4

6
,5
65

5
,1
8
0

3
8

（
３
）
減
価
償
却
費

2
,0
3
7
,6
58

1
2.6
%

8
4
2
,6
3
9

2
4
5,8
75

5
9
,1
7
4

3
6
9,8
04

4
47
,6
7
9

5
3,1
61

1
9
,3
2
6

0

小
　
　
計

3
,8
8
6
,4
82

2
4.1
%

1
,1
6
8
,5
0
2

5
6
8,4
49

2
5
8
,6
8
5

8
2
7,8
98

5
53
,4
7
0

1
1
1,3
99

3
93
,9
5
7

4
,0
95

0
2
7

（
１
）
社
会
保
障
給
付

6
,3
8
9
,3
80

3
9.7
%

0
3
,9
03

6
,3
8
4
,1
5
5

1
,3
22

0
0

0
0

（
２
）
補
助
金
等

2
,9
2
9
,4
99

1
8.2
%

1
2
,1
3
7

3
1,9
92

1
,8
1
4
,5
6
9

3
1
5,6
56

1
68
,5
9
3

3
9
8,0
86

1
87
,3
7
9

1
,0
87

0

（
３
）
他
会
計
等
へ
の
支
出
額

2
9
8
,6
2
1

1
.9
%

0
0

2
9
7
,6
2
1

0
0

1
,0
00

0
0

0

（
４
）
他
団
体
へ
の

　
　
　
公
共
資
産
整
備
補
助
金
等

5
2
,5
9
2

0
.3
%

4
5
,9
5
6

0
0

4
,2
26

0
0

2
,4
1
0

0
0

小
　
　
計

9
,6
7
0
,0
92

6
0.0
%

5
8
,0
9
3

3
5,8
95

8
,4
9
6
,3
4
5

3
2
1,2
04

1
68
,5
9
3

3
9
9,0
86

1
89
,7
8
9

1
,0
87

0

（
１
）
支
払
利
息

2
7
1
,9
4
9

1
.7
%

2
71
,9
4
9

（
２
）
回
収
不
能
見
込
計
上
額

2
9
,8
3
7

0
.2
%

2
9,8
37

（
３
）
そ
の
他
行
政
コ
ス
ト

5
3
,8
6
6

0
.3
%

1
7
,1
2
8

0
3
5
,0
6
8

1
14

1
,5
5
6

0
0

0
0

小
　
　
計

3
5
5
,6
5
2

2
.2
%

1
7
,1
2
8

0
3
5
,0
6
8

1
14

1
,5
5
6

0
0

0
2
71
,9
4
9

2
9,8
37

0

1
6
,1
1
3
,5
7
1

1
,3
7
8
,7
4
0

8
6
3,5
25

9
,2
3
0
,0
2
8

1
,4
9
2,1
32

8
75
,7
6
1

5
9
7,1
10

1
,2
50
,5
8
5

1
2
3,8
77

2
71
,9
4
9

2
9,8
37

2
7

（
　
構
　
成
　
比
　
率
　
）

8
.6
%

5
.4
%

5
7.3
%

9
.3
%

5
.4
%

3
.7
%

7
.8
%

0
.8
%

1
.7
%

0
.2
%

0
.0
%

　
【
経
常
収
益
】

一
般
財
源

振
替
額

１
使

用
料

・
手

数
料

1
7
6
,6
2
8

1
6
,8
2
5

8
,7
10

4
2
,7
8
0

6
4,4
18

6
,5
1
7

0
1
3
,6
2
0

0
0

0
2
3,7
58

２
分
担
金
・
負
担
金
・
寄
附
金

2
,6
7
1
,6
68

2
0
,6
4
5

1
1,1
82

2
,4
5
3
,9
0
6

2
7,0
15

2
1
,8
7
4

5
,3
70

1
15
,2
3
5

0
0

0
1
6,4
41

３
保

険
料

1
,4
7
2
,2
80

1
,4
7
2
,2
8
0

４
事

業
収

益
7
6
6
,2
8
4

1
4
5
,3
0
6

0
7
,7
3
8

6
1
0,3
84

2
,8
5
6

0
0

0
0

0

5
そ
の
他
特
定
行
政
サ
ー
ビ
ス
収
入

3
6
,7
7
3

3
9

0
3
5
,2
7
6

1
,4
58

0
0

0
0

0
0

0

6
他

会
計

補
助

金
等

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

5
,1
2
3
,6
33

1
8
2
,8
1
5

1
9,8
92

4
,0
1
1
,9
8
0

7
0
3,2
75

3
1
,2
4
7

5
,3
70

1
28
,8
5
5

0
0

0
4
0,1
99

ｂ
／
ａ

3
1.8
%

1
3.3
%

2
.3
%

4
3.5
%

4
7.1
%

3
.6
%

0
.9
%

1
0
.3
%

0
.0
%

0
.0
%

0
.0
%

1
0
,9
8
9
,9
3
8

1
,1
9
5
,9
2
5

8
4
3,6
33

5
,2
1
8
,0
4
8

7
8
8,8
57

8
44
,5
1
4

5
9
1,7
40

1
,1
21
,7
3
0

1
2
3,8
77

2
71
,9
4
9

2
9,8
37

2
7

△
 4
0,1
99

経
常

行
政

コ
ス

ト
ａ

経
常

収
益

b

（
差
引
）
純
経
常
行
政
コ
ス
ト

ａ
－
ｂ

下
田
市
全
体
の
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

自
　
平
成
２
８
年
４
月
 １
 日

至
　
平
成
２
９
年
３
月
３
１
日

２ ３ ４
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（
単
位
：
千
円
）

純
資
産
合
計

公
共
資
産
等
整
備

国
県
補
助
金
等

公
共
資
産
等
整
備

一
般
財
源
等

他
団
体
及
び

民
間
出
資
分

そ
の
他

一
般
財
源
等

資
産
評
価
差
額

期
首
純
資
産
残
高

3
4
,1
6
6
,1
5
4

1
3
,0
2
6
,0
8
4

2
8
,6
9
2
,8
4
7

0
△
 7
,9
6
2,6
15

4
0
9,8
38

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

△
 1
0
,9
8
9
,9
3
8

△
 1
0
,9
8
9,9
38

一
般
財
源

地
方
税

2
,9
0
8
,6
7
1

2
,9
0
8,6
71

地
方
交
付
税

2
,8
5
8
,5
7
7

2
,8
5
8,5
77

そ
の
他
行
政
コ
ス
ト
充
当
財
源

7
6
4
,1
5
1

7
6
4,1
51

補
助
金
等
受
入

3
,9
9
9
,6
0
8

2
4
7
,7
2
5

3
,7
5
1,8
83

臨
時
損
益

災
害
復
旧
事
業
費

△
 5
,2
4
9

△
 5
,2
49

公
共
資
産
除
売
却
損
益

6
,3
2
7

6
,3
27

投
資
損
失

0
0

収
益
事
業
純
損
失

0
0

損
失
補
償
等
引
当
金
繰
入

0
0

科
目
振
替

公
共
資
産
整
備
へ
の
財
源
投
入

3
1
1
,5
7
7

△
 3
1
1,5
77

公
共
資
産
処
分
に
よ
る
財
源
増

0
△
 4
,0
7
1

4
,0
71

0

貸
付
金
・
出
資
金
等
へ
の
財
源
投
入

0
5
8
8
,8
0
7

△
 5
8
8,8
07

貸
付
金
・
出
資
金
等
の
回
収
等
に
よ
る
財
源
増

0
△
 3
5
2,6
70

3
5
2,6
70

0

減
価
償
却
に
よ
る
財
源
増

△
 5
2
6
,3
6
0

△
 1
,4
8
6
,0
3
9

2
,0
1
2,3
99

0

地
方
債
償
還
等
に
伴
う
財
源
振
替

1
,0
5
7,1
89

△
 1
,0
5
7,1
89

出
資
の
受
入
・
新
規
設
立

1
,0
0
0

0
1
,0
00

資
産
評
価
替
え
に
よ
る
変
動
額

△
 5
,8
4
0

△
 5
,8
40

無
償
受
贈
資
産
受
入

0
0

そ
の
他

0
△
 1
,4
0
1

△
 1
8
,7
8
5

0
2
5,1
19

△
 4
,9
33

期
末
純
資
産
残
高

3
3
,7
0
3
,4
6
1

1
2
,7
4
6
,0
4
8

2
8
,7
8
8
,8
5
5

0
△
 8
,2
3
0,5
07

3
9
9,0
65

下
田
市
全
体
の
純
資
産
変
動
計
算
書

自
　
平
成
２
８
年
４
月
 １
 日

至
　
平
成
２
９
年
３
月
３
１
日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

3,168

1,030,704

0

1,427,588

1,527,504

0

188,349

503,647

△ 2,103,094

0

99,916

0

0

0

304,900

0

10,398

1,542,861

0

0

0

0

2,606,741

0

△ 324,238

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

30,008

0

250,375

487,100

0

4,200

24,736

766,411

16,195,872

2,527,248

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,038,057

52,592

1,090,649

0

226,896

363,700

0

0

602,744

594,439

2,858,577

3,749,233

170,265

2,467,381

1,492,840

740,237

6,389,380

2,929,499

271,949

459,963

13,668,624

2,929,560

下田市全体の資金収支計算書
自　平成２８年４月　１日

至　平成２９年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

1,870,229

1,747,604
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（
単
位
：
千
円
）

[資
産
の
部
]

[負
債
の
部
]

１
　
公
共
資
産

１
　
固
定
負
債

(1
) 
有
形
固
定
資
産

(1
) 
地
方
公
共
団
体

①
生
活
イ
ン
フ
ラ
・
国
土
保
全

2
5,3
0
7,6
51

①
普
通
会
計
地
方
債

7
,7
3
8,4
47

②
教
育

6
,2
7
8,2
79

②
公
営
事
業
地
方
債

9
,5
7
8,9
26

③
福
祉

1
,0
7
6,4
45

 地
方
公
共
団
体
計

1
7
,3
1
7,3
73

④
環
境
衛
生

1
1,2
1
9,9
00

(2
) 
関
係
団
体

⑤
産
業
振
興

7
,1
6
0,1
16

①
一
部
事
務
組
合
・
広
域
連
合
地
方
債

4
8
1,5
44

⑥
消
防

1
,2
4
2,8
19

②
地
方
三
公
社
長
期
借
入
金

0

⑦
総
務

5
4
1,9
84

③
第
三
セ
ク
タ
ー
等
長
期
借
入
金

0

⑧
収
益
事
業

0
 関
係
団
体
計

4
8
1,5
44

⑨
そ
の
他

0
(3
) 
長
期
未
払
金

0

有
形
固
定
資
産
合
計

5
2,8
2
7,1
94

(4
) 
引
当
金

3
,5
1
7,0
32

(2
) 
無
形
固
定
資
産

4
,8
85

（
う
ち
退
職
手
当
等
引
当
金
）

3
,5
1
7,0
32

(3
) 
売
却
可
能
資
産

5
0
8,4
10

（
う
ち
そ
の
他
の
引
当
金
）

0

公
共
資
産
合
計

5
3,3
40
,4
8
9

(5
) 
そ
の
他

0

固
定
負
債
合
計

2
1
,3
1
5,9
49

２
　
投
資
等

２
　
流
動
負
債

(1
) 
投
資
及
び
出
資
金

5
6,2
61

(1
) 
翌
年
度
償
還
予
定
額

(2
) 
貸
付
金

0
①
地
方
公
共
団
体

1
,5
8
7,4
29

(3
) 
基
金
等

2
,3
3
9,4
96

②
関
係
団
体

1
3
5,3
40

(4
) 
長
期
延
滞
債
権

4
8
6,8
65

 翌
年
度
償
還
予
定
額
計

1
,7
2
2,7
69

(5
) 
そ
の
他

6
5,4
66

(2
) 
短
期
借
入
金
（
翌
年
度
繰
上
充
用
金
を
含
む
）

0

(6
) 
回
収
不
能
見
込
額

△
 1
3
9,2
2
1

(3
) 
未
払
金

6
7,5
69

投
資
等
合
計

2
,8
08
,8
6
7

(4
) 
翌
年
度
支
払
予
定
退
職
手
当

0

(5
) 
賞
与
引
当
金

1
2
4,6
68

(6
) 
そ
の
他

5
,8
16

３
　
流
動
資
産

流
動
負
債
合
計

1
,9
2
0,8
22

(1
) 
資
金

2
,8
0
3,3
25

(2
) 
未
収
金

2
7
7,3
60

負
　
　
債
　
　
合
　
　
計

2
3
,2
3
6,7
71

(3
) 
販
売
用
不
動
産

0

(4
) 
そ
の
他

1
9,3
63

[純
資
産
の
部
]

(5
) 
回
収
不
能
見
込
額

△
 4
1,3
66

１
　
公
共
資
産
等
整
備
国
県
補
助
金
等

1
2
,9
4
5,6
76

流
動
資
産
合
計

3
,0
58
,6
8
2

２
　
公
共
資
産
等
整
備
一
般
財
源
等

2
9
,8
3
6,0
21

３
　
他
団
体
及
び
民
間
出
資
分

0

４
　
そ
の
他
一
般
財
源
等

△
 8
,1
6
1,3
12

４
　
繰
延
勘
定

0
５
　
資
産
評
価
差
額

1
,3
5
0,8
82

純
資
産
 合
計

3
5
,9
7
1,2
67

資
　
　
産
　
　
合
　
　
計

5
9,2
08
,0
3
8

負
債
及
び
純
資
産
合
計

5
9
,2
0
8,0
38

連
結
貸
借
対
照
表

（
平
成
２
９
年
３
月
３
１
日
現
在
）

借
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
方

貸
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
方
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【
経
常
行
政
コ
ス
ト
】

（
単
位
：
千
円
）

総
　
　
額

（
構
成
比
率
）

生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

教
　
育

福
　
祉

環
 境
 衛
 生

産
 業
 振
 興

消
　
防

総
　
務

議
　
会

支
 払
 利
 息

回
収
不
能

見
込
計
上
額

そ
の
他

（
１
）
人
件
費

1
,9
9
2,8
85

1
2
.2
%

1
1
6,1
44

2
62
,5
1
9

3
4
9,3
02

2
4
0
,5
1
5

1
0
4,5
30

2
8
0,5
9
1

5
36
,9
28

1
0
2,3
56

0

（
２
）
退
職
手
当
等
引
当
金
繰
入
等

5
4
5,5
22

3
.3
%

1
2,2
46

7
4
,3
8
9

6
8,8
36

1
1
2
,1
2
8

4
1,1
53

7
4,2
2
0

1
52
,3
38

1
0,2
12

0

１
（
３
）
賞
与
引
当
金
繰
入
額

1
2
3,7
61

0
.8
%

6
,6
27

1
1
,7
0
8

2
1,7
92

1
7
,7
4
8

6
,4
59

1
8,5
3
4

3
4
,5
60

6
,3
33

0

小
　
　
計

2
,6
6
2,1
68

1
6
.3
%

1
3
5,0
17

3
48
,6
1
6

4
3
9,9
30

3
7
0
,3
9
1

1
5
2,1
42

3
7
3,3
4
5

7
23
,8
26

1
1
8,9
01

0

（
１
）
物
件
費

1
,8
2
7,9
79

1
1
.2
%

2
3
5,1
57

3
20
,4
4
7

1
9
7,3
12

5
2
2
,8
6
3

8
9,5
07

8
2,2
2
3

3
76
,1
12

4
,3
31

2
7

（
２
）
維
持
補
修
費

1
1
2,5
17

0
.7
%

2
2,4
70

3
1
,9
8
7

0
2
8
,8
6
2

1
6,2
84

7
,6
9
6

5
,1
8
0

3
8

（
３
）
減
価
償
却
費

2
,2
9
6,0
55

1
4
.1
%

8
4
2,6
39

2
45
,8
7
5

5
9,1
74

5
7
5
,1
9
0

4
4
7,6
79

1
0
7,4
5
2

1
8
,0
46

0

小
　
　
計

4
,2
3
6,5
51

2
6
.0
%

1
,1
0
0,2
66

5
98
,3
0
9

2
5
6,4
86

1
,1
2
6
,9
1
5

5
5
3,4
70

1
9
7,3
7
1

3
99
,3
38

4
,3
69

0
2
7

（
１
）
社
会
保
障
給
付

6
,3
9
3,4
94

3
9
.2
%

0
3
,9
0
3

6
,3
8
8,2
69

1
,3
2
2

0
0

0
0

（
２
）
補
助
金
等

2
,2
8
0,2
43

1
4
.0
%

1
2,1
37

4
1
,7
1
0

1
,8
1
4,5
69

3
6
,2
0
9

1
6
8,5
93

2
0,0
0
4

1
85
,9
31

1
,0
90

0

（
３
）
他
会
計
等
へ
の
支
出
額

2
9
8,6
21

1
.8
%

0
0

2
9
7,6
21

0
0

1
,0
0
0

0
0

0

（
４
）
他
団
体
へ
の

　
　
　
公
共
資
産
整
備
補
助
金
等

5
2,5
92

0
.3
%

4
5,9
56

0
0

4
,2
2
6

0
0

2
,4
1
0

0
0

小
　
　
計

9
,0
2
4,9
50

5
5
.3
%

5
8,0
93

4
5
,6
1
3

8
,5
0
0,4
59

4
1
,7
5
7

1
6
8,5
93

2
1,0
0
4

1
88
,3
41

1
,0
90

0

（
１
）
支
払
利
息

3
0
2,1
16

1
.9
%

3
02
,1
1
6

（
２
）
回
収
不
能
見
込
計
上
額

2
9,8
37

0
.2
%

2
9,8
37

（
３
）
そ
の
他
行
政
コ
ス
ト

5
4,0
60

0
.3
%

1
7,1
28

1
9
4

3
5,0
68

1
1
4

1
,5
56

0
0

0
0

小
　
　
計

3
8
6,0
13

2
.4
%

1
7,1
28

1
9
4

3
5,0
68

1
1
4

1
,5
56

0
0

0
3
02
,1
1
6

2
9,8
37

0

1
6
,3
0
9,6
8
2

1
,3
1
0,5
04

9
92
,7
3
2

9
,2
3
1,9
43

1
,5
3
9
,1
7
7

8
7
5,7
61

5
9
1,7
2
0

1
,3
11
,5
05

1
2
4,3
60

3
02
,1
1
6

2
9,8
37

2
7

（
　
構
　
成
　
比
　
率
　
）

8
.0
%

6
.1
%

5
6
.6
%

9
.4
%

5
.4
%

3
.6
%

8
.0
%

0
.8
%

1
.9
%

0
.2
%

0
.0
%

　
【
経
常
収
益
】

一
般
財
源

振
替
額

１
使

用
料

・
手

数
料

1
8
0,6
95

1
6,8
25

8
,7
1
0

4
2,7
80

6
7
,4
7
8

6
,5
17

0
1
4
,4
28

1
99

0
0

2
3,7
58

２
分
担
金
・
負
担
金
・
寄
附
金

2
,6
7
1,6
68

2
0,6
45

1
1
,1
8
2

2
,4
5
3,9
06

2
7
,0
1
5

2
1,8
74

5
,3
7
0

1
15
,2
35

0
0

0
1
6,4
41

３
保

険
料

1
,4
7
2,2
80

1
,4
7
2,2
80

４
事

業
収

益
8
2
1,0
69

1
4
5,3
06

5
4
,7
8
5

7
,7
38

6
1
0
,3
8
4

2
,8
56

0
0

0
0

0

5
そ
の
他
特
定
行
政
サ
ー
ビ
ス
収
入

7
5,5
69

3
9

1
5
4

3
5,2
76

4
0
,1
0
0

0
0

0
0

0
0

0

6
他

会
計

補
助

金
等

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

5
,2
2
1,2
81

1
8
2,8
15

7
4
,8
3
1

4
,0
1
1,9
80

7
4
4
,9
7
7

3
1,2
47

5
,3
7
0

1
29
,6
63

1
99

0
0

4
0,1
99

ｂ
／
ａ

3
2.0
%

1
3.9
%

7
.5
%

4
3
.5
%

4
8.4
%

3
.6
%

0
.9
%

9
.9
%

0
.2
%

0
.0
%

0
.0
%

1
1
,0
8
8,4
0
1

1
,1
2
7,6
89

9
17
,9
0
1

5
,2
1
9,9
63

7
9
4
,2
0
0

8
4
4,5
14

5
8
6,3
5
0

1
,1
81
,8
42

1
2
4,1
61

3
02
,1
1
6

2
9,8
37

2
7

△
 4
0,1
99

（
差
引
）
純
経
常
行
政
コ
ス
ト

ａ
－
ｂ

連
結
行
政
コ
ス
ト
計
算
書

自
　
平
成
２
８
年
４
月
 １
 日

至
　
平
成
２
９
年
３
月
３
１
日

２ ３ ４ 経
常

行
政

コ
ス

ト
ａ

経
常

収
益

b
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（
単
位
：
千
円
）

純
資
産
合
計

公
共
資
産
等
整
備

国
県
補
助
金
等

公
共
資
産
等
整
備

一
般
財
源
等

他
団
体
及
び

民
間
出
資
分

そ
の
他

一
般
財
源
等

資
産
評
価
差
額

期
首
純
資
産
残
高

3
6
,5
2
1,5
17

1
3,2
5
3,7
16

2
9,8
1
5,7
1
0

0
△
 7
,9
2
1,8
86

1
,3
7
3,9
77

純
経
常
行
政
コ
ス
ト

△
 1
1
,0
8
8,4
01

△
 1
1
,0
8
8,4
01

一
般
財
源

地
方
税

2
,9
0
8,6
71

2
,9
0
8,6
71

地
方
交
付
税

2
,8
5
8,5
77

2
,8
5
8,5
77

そ
の
他
行
政
コ
ス
ト
充
当
財
源

7
4
7,3
36

7
47
,3
36

補
助
金
等
受
入

4
,0
0
1,5
27

2
4
7,7
25

3
,7
5
3,8
02

臨
時
損
益

災
害
復
旧
事
業
費

△
 5
,2
49

△
 5
,2
49

公
共
資
産
除
売
却
損
益

4
,1
91

4
,1
91

投
資
損
失

0
0

収
益
事
業
純
損
失

0
0

損
失
補
償
等
引
当
金
繰
入

0
0

科
目
振
替

公
共
資
産
整
備
へ
の
財
源
投
入

3
0
0,8
8
3

△
 3
00
,8
83

公
共
資
産
処
分
に
よ
る
財
源
増

0
△
 6
,4
9
3

6
,4
93

0

貸
付
金
・
出
資
金
等
へ
の
財
源
投
入

0
5
6
0,8
2
3

△
 5
60
,8
23

貸
付
金
・
出
資
金
等
の
回
収
等
に
よ
る
財
源
増

0
△
 3
5
7,6
7
3

3
57
,6
73

0

減
価
償
却
に
よ
る
財
源
増

△
 5
3
6,0
78

△
 1
,7
0
4,0
4
7

2
,2
4
0,1
25

0

地
方
債
償
還
等
に
伴
う
財
源
振
替

1
,2
4
5,6
6
5

△
 1
,2
4
5,6
65

出
資
の
受
入
・
新
規
設
立

3
1,0
08

0
3
1
,0
08

資
産
評
価
替
え
に
よ
る
変
動
額

△
 5
,8
40

△
 5
,8
40

無
償
受
贈
資
産
受
入

0
0

そ
の
他

△
 2
,0
70

△
 1
9,6
87

△
 1
8,8
4
7

0
5
3
,7
19

△
 1
7,2
55

期
末
純
資
産
残
高

3
5
,9
7
1,2
67

1
2,9
4
5,6
76

2
9,8
3
6,0
2
1

0
△
 8
,1
6
1,3
12

1
,3
5
0,8
82

連
結
純
資
産
変
動
計
算
書

自
　
平
成
２
８
年
４
月
 １
 日

至
　
平
成
２
９
年
３
月
３
１
日
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

保険料

事業収入

諸収入

地方債発行額

長期借入金借入額

短期借入金増加額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

地方独立行政法人公共資産整備支出

一部事務組合・広域連合公共資産整備支出

地方三公社公共資産整備支出

第三セクター等公共資産整備支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

長期借入金借入額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

地方債償還額

長期借入金返済額

短期借入金減少額

長期未払金支払支出

収益事業純支出

その他支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

長期借入金借入額

公共資産等売却収入

収益事業純収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度資金増減額

期首資金残高

経費負担割合変更に伴う差額

期末資金残高

連結資金収支計算書
自　平成２８年４月　１日

至　平成２９年３月３１日

１ 経 常 的 収 支 の 部

2,282,566

1,834,488

6,393,494

2,280,210

302,116

466,284

13,559,158

2,929,560

2,858,577

3,751,152

173,528

2,467,381

1,492,840

795,632

244,677

395,161

0

0

602,744

598,638

16,309,890

2,750,732

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

1,038,057

52,592

0

118,368

0

0

1,209,017

250,375

584,701

0

0

4,200

24,736

864,012

△ 345,005

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

0

1,032,728

3,168

1,742,459

0

0

0

0

2,778,355

0

0

0

0

304,900

0

10,684

0

189,156

1,758,846

504,740

△ 2,273,615

0

132,112

1,626,734

0


